
令和２年度 政策評価書（事前の事業評価） 
 
             担当部局等名：防衛装備庁プロジェクト管理部事業監理官（誘導武器・統合装備担当） 

評価実施時期： 令和２年 9 月 
 
１ 事業名 
  基地防空用地対空誘導弾（改）及び新近距離地対空誘導弾 
 
２ 政策体系上の位置付け 

⑴ 施策名：従来の領域における能力の強化 
装備体系の見直し 
装備調達の最適化 

 
⑵ 関係する計画等 

名 称（年月日） 記載内容（抜粋） 
平成３１年度以降に係る防
衛計画の大綱（平成３０年
１２月１８日国家安全保障
会議及び閣議決定） 

Ⅳ 防衛力強化に当たっての優先事項 
 ２ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 

（２） 従来の領域における能力の強化 
ウ 総合ミサイル防空能力 

弾道ミサイル、巡航ミサイル、航空機等の多様化・複雑化す
る経空脅威に対し、最適な手段による効果的・効率的な対処を
行い、被害を局限する必要がある。（略） 

３ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 
（２） 装備体系の見直し 

現有の装備体系を統合運用の観点も踏まえて検証し、合理的
な装備体系を構築する。その際、各自衛隊の運用に必要な能力
等を踏まえつつ、装備品のファミリー化、装備品の仕様の最適
化・共通化、各自衛隊が共通して保有する装備品の共同調達等
を行う（略）。 

（４） 装備調達の最適化 
自衛隊の装備品の質及び量を必要かつ十分に確保するために

は、高性能の装備品を可能な限り安価に取得する必要があり、
予算の計上のみならず執行に際しても、徹底したコスト管理・
抑制を行う必要がある。 

このため、（略）装備品の効率的な調達に資する計画的な取
得方法の活用や維持整備の効率化を推進する。（略） 

 
中期防衛力整備計画（平成
３１年度～平成３５年度)
（平成３０年１２月１８日
国家安全保障会議及び閣議
決定） 

Ⅲ 自衛隊の能力等に関する主要事業 
１ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 
（２） 従来の領域における能力の強化 

（ウ） 総合ミサイル防空能力 
弾道ミサイル、巡航ミサイル、航空機等の多様化・複雑化

する経空脅威に対し、最適な手段による効果的・効率的な対
処を行い、被害を局限するため、ミサイル防衛に係る各種装
備品に加え、従来、各自衛隊で個別に運用してきた防空のた
めの各種装備品も併せ、一体的に運用する体制を確立し、平
素から常時持続的に我が国全土を防護するとともに、多数の
複合的な経空脅威にも同時対処できる能力を強化する。
（略） 

 ２ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 
（２） 装備体系の見直し 

現有の装備体系を検証し、（略）、装備品のファミリー化及
び仕様の共通化・最適化、各自衛隊が共通して保有する装備品
の共同調達等を行う（略）。 



 
３ 事業の概要等 

⑴ 事業の概要 
敵の巡航ミサイル（以下「ＣＭ」という。）による我が国への同時多数攻撃に有効に対処する

ため、既存の基地防空用地対空誘導弾の改善型として、新たに同時多数攻撃対処能力の向上を
図った基地防空用地対空誘導弾（改）を開発する。また、島嶼等防衛における各種経空脅威を
撃墜し、又は本土における重要防護施設に飛来する超低空ＣＭ等を撃墜し、若しくは自ら機動
性を発揮して部隊等に直接対空火網を構成して、施設及び部隊の安全を確保するため、９３式
近距離地対空誘導弾の後継として、新たに低高度で飛来するＣＭへの対処能力を持った新近距
離地対空誘導弾を開発する。 
 

⑵ 総事業費（予定） 
約６０億円（試作総経費） 

 
⑶ 実施期間 

令和３年度から令和６年度まで試作を実施する。また、令和５年度から令和７年度まで各種
試験を実施して、性能を確認する（試験のための試験研究費は別途計上する。）。 

 

年度 
(令和) ３ ４ ５ ６ ７ 

実
施
内
容 

     

 
 

⑷ 達成すべき目標 
小型・低熱源目標抽出技術の確立 
誘導弾が予想命中点に飛しょうする環境下（誘導弾及び目標の双方が動的な環境下）におい

て、複雑背景下から小型・低熱源目標（ＣＭ等）をシーカ※１で抽出するための画像処理技術を
確立する。 

  ※１ 誘導装置の構成品で目標を捜索、検知及び追尾する装置。 

 
４ 政策効果の把握の手法 

⑴ 事前事業評価時における把握手法 
本事業に当たっては、装備取得委員会に関する訓令（平成２７年省訓第３８号）第７条の規定

により置かれた技術評価部会（以下「技術評価部会」という。）において、必要性、効率性、有
効性等について評価を行い、政策効果の把握を実施した。 

 

（４） 装備調達の最適化 
装備品の効果的・効率的な取得を一層推進するため、装備品

の開発段階から量産以降の段階のコスト低減に資する取組を要
求事項として盛り込むことや、（略）コスト管理の厳格化等に
より、装備品のライフサイクルを通じたプロジェクト管理の実
効性及び柔軟性を高める。（略） 

本事業（試作） 

技術試験／実用試験 

開発実施線表 



⑵ 事後事業評価時における把握手法 
技術的な検証については、技術評価部会において、基本設計終了時点等で中間段階の技術検

証を実施するとともに、技術試験終了時点において事後の検証を実施する。   
また、行政事業レビューとも連携しつつ、本事業の進捗状況を検証した上で、目標管理型政策

評価（モニタリング含む。）を実施する。 
 

５ 政策評価の観点及び分析 

観 点 分  析 

必要性 

◆当該事業を行う必要性 
我が国の重要防護施設や作戦基盤の防護に資するため、敵のＣＭによる同時多数

攻撃を含む各種経空脅威への対処能力を向上させる必要がある。 

◆当該年度から実施する必要性 
我が国周辺国のＣＭ保有数増勢に対処するとともに、現有の９３式近距離地対空

誘導弾の老朽化による減勢のリスクが大きくなるおそれがあるため、早期に各装備
品を部隊に導入しなければならない。試作、試験等を考慮すると令和３年度に開発
着手する必要がある。 

◆代替手段との比較検討状況 
○代替装備品の導入の可能性 

地対空誘導弾の代替としては、高出力レーザーや高出力マイクロ波の導入が考え
られる。しかし、国内外においてＣＭ等に対処可能な性能を有する装備品の取得見
通しは立っておらず、現時点では代替とはならない。 
○諸外国の装備品の導入の可能性 

国内外において要求する性能及び経費を満足する類似の地対空誘導弾はないこと
から、代替とはならない。 

効率性 

○開発経費抑制／早期装備化の方策 
・現有装備品（基地防空用地対空誘導弾及び９１式携帯地対空誘導弾（B））の開発
成果の活用 
・既存の研究成果を活用 
・民生品の活用 
・量産品の一部利活用により試作品製造期間を短縮 
・技術試験と実用試験の同時実施により試験データを効率的に取得して試験期間を
短縮 
・シミュレーション技術の活用により試作品数を削減するとともに設計期間及び試
験期間を短縮 
 

 
有効性 
 

○運用による効果 
我が国に対する量的優位に基づくＣＭによる同時多数攻撃等に対して有効に対処

できるようになるとともに、誘導弾の低コスト化により数的な対処能力の不足を克
服し、及び費用の低減が可能になる。また、自ら機動性を発揮して部隊等を各種経
空脅威から効果的に防護することが可能となるため有効である。 
○防衛生産・技術基盤の維持・強化への効果 

陸・空自衛隊をまたいだ装備品のファミリー化・共通化の可能性を有しているこ
とから、安定的な生産数の確保による防衛生産・技術基盤の維持・強化が期待でき
る。 



 
６ 総合的評価 

本事業を実施することにより、今後、敵のＣＭによる同時多数攻撃を含む各種経空脅威への対
処能力を向上させることは、我が国の重要防護施設や作戦基盤の防護に資するものであり、必要
性が認められる。また、本事業により上記第３項第４号で述べた技術の確立が見込まれる。当該技
術の確立に係る成果については、試作及び技術試験により検証し、当該検証の結果が得られた場
合には、我が国の技術力の強化に資することが見込まれる。当該成果は自衛隊のニーズに合致し
た高度な防衛装備品を創製するため重要な成果であり、最終的に政策目標である我が国自身の防
衛体制の強化につながるものであることから、本事業に着手することは妥当であると判断する。 

 
７ 有識者意見 
  ミサイル弾の数量を十分に確保するため、ミサイル弾の単価低減にも取り組まれたい。 
  諸外国の防空システムは自律化（自動化）が進んでおり、本件開発にも自律化の機能が必要で

はないか。 
 
８ 政策等への反映の方向性 

総合的評価を踏まえ、令和３年度概算要求を実施する。 
令和３年度概算要求額：６０億円（後年度負担額を含む。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（ファミリー化・共通化の可能性） 
・基地防空用地対空誘導弾（改）と新近距離地対空誘導弾の誘導弾及び誘導弾発射
部を共通化 
・基地防空用地対空誘導弾（改）の発射装置と新近距離地対空誘導弾の発射装置の
共通化を追求 

費 用 
及 び 
効 果 

○開発経費の削減 
既存装備品の開発成果等を活用してファミリー化・共通化を追求することにより

開発経費を削減 
○民生部品の活用 

ＰＣ、バッテリー、回路基板等に民生品を使用する。 
○ライフサイクルコストの抑制 

ファミリー化・共通化により、量産単価及び維持経費を低減し、ライフサイクル
コストを抑制 



 
９ その他の参考情報 

運用構想図 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※ PGM(Precision Guided Munition) ：精密誘導弾   
UAV(Unmanned Aerial Vehicle) ：無人機   
SAM(Surface to Air Missile) ：地対空誘導弾 

 
 


